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1　本稿の分析課題

　国土審議会調査改革部会（部会長：中村英夫・

武蔵工業大学教授）は、2005年5月14日に「国

土の総合的点検」を公表した。その点検報告で

は、2050年の国土構造形成を念頭において、戦

後の国土計画の基本理念であった「国土の均衡

ある発展」、「地域間格差の是正」から「選択と

集中」による効果的基盤整備へと計画理念の転

換を図ると同時に、生活面を支える約30万人規

模の「生活圏域」とこれまでの固定的な地域ブ

ロック圏とは異なる新しい区割りの「地域ブロッ

ク」という二層の広域圏を設定した。

　「生活圏域」は、医療・福祉・教育・消費活

動の拠点となる人口10万人以上の都市を中心都

市とし、中心都市の1時間圏内の市町村から構

成されている。中心都市と周辺市町村問では、

通勤・通学・物流面で強い関係が認められ、生

活面においてはもちろんのこと、経済面におい

ても一つの都市圏（人口はほぼ30万人以上）と

みなされている。

　図1に示されているように、全国で82の「生

活圏域」が抽出されている。82の「生活圏域」

全体で、2000年現在、全市町村数の65．8％

（2，123市町村）、全人口の90．9％（1億1，536万

人）、国土面積の54．6％（20．3万平方km）を占め

ている。国土審議会の中間報告書では、この

「生活圏域」を単位として、生活サービス機能

を確保するという観点から、医療・福祉機関、

教育機関、デパート等の集積状況について分析

を行っている。

　しかしながら、「生活圏域」における経済活

動の特性や「生活圏域」内における事業所、行

政機関の立地については、まだ十分調査されて

いない。今後、在宅勤務の進展やNPO法人の

増加が予想されるものの、2050年においても、

雇用者の大半は民間企業や行政機関の事業所に

おいて雇用されると考えられる。とくに、大企

業の本社・支所（支社・支店・営業所）といっ

たオフィス部門は、今後も地域における雇用の

核となるだけにとどまらず、関連事業所への波

及効果を通じて、「生活圏域」の経済的基盤を

規定し、さらには今後の「生活圏域」の発展・

衰退を占う要素でもある。

　一般的には、大企業のオフィス部門が多く立
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醐都市麗　　　［画都市別名

2，123　　　　｛灌5，368　　　　　　　203

（65．8％）　　　（90．9％）　　　　　（54．6％）

注）人口は20◎0年国勢調査遼報値（カッコ内は対全留比）
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都市から、1時間圏について、都市相互の連担も跨まえ設定したものである。

なお、人口は国勢醐査（2000年）、遵路ネットワークはデジタル道路地図（2002年3月版）による。

　　　　　　　　　　　　出典／MTAS利用による

図1　82「生活圏域」の分布図

地した「生活圏域」は、「生活圏域」の市場規

模が大きいか、あるいは交通アクセスに優れた

地域であり、経済活動の拠点として今後も期待

できる地域だと考えごとができる。人口減少下

においては、市町村合併、道州制の導入による

行政機能の統合や大企業の支所配置の再編・統

合・廃止等の進展によって、人口の少ない地方

の「生活圏域」においては、雇用の減少によっ

て人口減少の速度が予測以上に速くなる可能性

も否定できない。

　本稿では、国土審議会調査改革部会およびそ

の小委員会、研究会において抽出された、「生

活圏域」の発展を左右すると考えられる上場企

業の本社・支所と行政機関の配置について分析

を行った。上場企業に関しては、ダイヤモンド

社刊の『組織図・事業所便覧』（2001年版）、行

政機関に関しては、行政管理センター刊の『行

政機構図』、『データブック　日本の行政』

（2001年版）を用いた。なお、今回は、資料収

集上の制約のため、82「生活圏域」を構成する

自治体のうち、市域に該当する地区に立地して

いる事業所のみを対象としている1）。

　二層の広域圏で抽出された82の「生活圏域」

は、それぞれ独立した医療・福祉・教育・消費

サービス供給圏として抽出されているが、現実

にはそれぞれの「生活圏域」は、上場企業およ

び行政機関の立地によって階層的な都市システ

1）今回は時間的制約もあり、データのなかに町村域に
　おける事業所数は除外した。
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ムのなかに位置づけられている。

　本稿の目的には、82の「生活圏域」における

階層的都市システムの構造を解明することも含

まれている。

皿　82生活圏域の概要

「生活圏域」の特質と階層性

　　　　　　　（札幌・小樽・江別大都市圏）、仙台（仙台・石

　82「生活圏域」の名称・人口は表1に、その

地理的な分布については図1に示されている。

82「生活圏域」は、中心的都市の経済的規模お

よび特性から、「大都市圏」、「政令都市圏」、

「県庁所在都市圏」、「その他の都市圏」の4つ

に分類できる2）。「大都市圏」は、東京、名古

屋、大阪をそれぞれ中心としたエリアであり、

東京（京浜葉大都市圏）が3208万人、大阪（京

阪神大都市圏）が1790万人、名古屋（中京大都

市圏）が902万入と他の「生活圏域」と比較し

て、人口数がきわめて多い。京浜葉に64、京阪

神に37、中京には19の10万人以上の都市が含ま

れているが、それらの多くの都市は、ベットタ

ウンとしての「衛星都市」である。

　「大都市圏」に次いで、人口100万人以上の

政令指定都市を中心としたエリアである「政令

市圏」が存在している。それらは福岡（北九州・

福岡・下関・久留米・春日大都市圏）、札幌

2）国土審議会の資料では、「大都市圏」と「政令市圏」

　を一括して、「政令市都市圏」にしているが、本稿
　では、両者を区分する。その理由は、3大都市圏で
　ある京浜葉・京阪神・中京は、複数の政令市や中核
　市により構成された最も大規模な圏域であることに
　加え、事業所立地の中でも最高次の意思決定を担う
　本社・本店群の集積という特徴を有しているからで
　ある。3大都市圏は、他の政令市圏（福岡・札幌・

　広島・仙台の4政令市を中心とする圏域）とは区分
　された「大都市圏」の範疇で扱うことにする。本文
　中でも述べているように、国土審議i会の資料では、

　「生活圏域」をそれぞれ独立した生活サービス圏と
　して捉えており、「生活圏域」問の階層的構造につ
　いては捨象されている。

三大都市圏）、広島（広島大都市圏）である。

福岡を中心とする都市圏には、10万人以上の都

市が5つ含まれており、そのうちの1つは、自

県外の下関（山口県）である。さらに、複数県

（佐賀県の市町村の一部も含む）に跨る四域を

形成し、二大都市圏では稀有な例となっている。

都市圏人口も496万人で最も多く、札幌の252万

人、仙台の209万人、広島の188万人の2倍程度

の人ロ数となっている。これら「大都市圏」と

「政令市圏」で、都市圏人口の規模別順位で上

位7位までを占めている。

　8位以下には、県庁所在都市を中心とするエ

リアである「県庁所在市圏」と人口10～60万人

程度の非県庁所在都市（県内第二都市）を中心と

するエリアである「その他都市圏」が続いてい

る。一般的にいえば人口は、「県庁所在都市圏」

の方が多く、人口が少ない「生活圏域」は、

「その他都市圏」に集中している。ただし、例

外として3つの「その他都市圏」は、人口100

万人を超えている。県庁所在市圏で最も小規模

な鳥取市圏は、71位（人口29万人）である。

　　「県庁所在都市圏」のなかでは、岡山（岡山・

倉敷市圏）が148万人で最大の人口を有してお

り、9位に位置している。その他の都市圏で最

も大規模なのは、群馬・栃木・埼玉の3県に跨

る足利（足利・桐生・大田・熊谷・深谷都市圏）

であり、8位に位置している。これらの都市圏

の大半は、核となる人口！0万人以上の都市が単

一である「一一極集中型」の都市圏であるが、上

述の岡山には2つ、足利には5つの10万都市が

含まれている。足利・桐生・大田・熊谷・深谷

都市圏は、人口規模が最大の足利が都市圏全体

の人口に占める割合が、8．9％しかなく、「多極

分散型」都市圏という特質を有している。
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「生活圏域」の特質と階層性

　そのほか複数の核を持つ「生活圏域」には、

人口100万人以上で、10位の前橋・高崎・伊勢

崎市圏、ll位の静岡・清水・焼津・藤枝市圏、

13位の那覇・沖縄・二三市圏、14位のつくば・

土浦市圏がある。人口100～50万人の問の複数

核都市圏は、2！位の水戸・ひたちなか市圏、23

位の大分・別府市圏、29位の豊川・豊橋市圏、

32位の沼津・三島市圏の4圏のみである。人口

50万人以下でも、52位の津・松阪市圏、56位の

富士宮・富士市圏、58位の山口・防府都市圏、

62位の酒田・鶴岡市圏の4圏のみとなっている。

これらの13の「生活圏域」を別にすると、残り

の69の「生活圏域」は、中心となる都市が単一

で、かつ「生活圏域」の人口三巴比に占める中

心都市の比率が高いという、一極集中型の圏域

構造を形成している。

皿　上場企業の本社立地

　表1には、「生活圏域」の人口に加え、上場

企業の事業所数についても記載されている。こ

の表に記載されている事業所数は、国内の証券

取引所に上場している全企業の事業所数である

が、都市圏の「市部」に立地している事業所に

限定されている。事業所には、本社・支所（支

社、支店、営業所）、研究所などのオフィス部

門および倉庫・工場などの現業部門が含まれる

が、本稿では、前者の本社・支所（支社、支店、

営業所）の都市別分布について分析を行う。雇

用という点に着目すると、倉庫や工場などの現

業部門は、人口減少産業空洞化に伴う海外（主

に東アジア）への生産拠点移転に伴い、今後は

縮小されることが予測され、また都市の階層性

を図る指標としては適切ではないため、本稿で

は除外した。

　表2では、本社のみについて記載している。

上場企業の本社は、京浜葉都市圏に1，271、京

阪神都市圏に606ほど立地しており、この二大

都市圏に全上場企業の本社の74．5％が集中して

いる。東京23区には、圏内の1，271本社のうち1，

066の立地で約8割（83．9％）が集中し、京浜

葉圏内における一極集中型となっている。それ

に対して大阪市には、京阪神圏の361本社のう

ち約6割（59．5％）の立地にとどまっており、

神戸市、京都市にそれぞれ56本社、55本社立地

しており、京浜葉との比較でいえば、分散型に

なっている。さらに中京大都市圏の172本社、

静岡・清水・焼津・藤枝市圏と浜松市圏の各11

本社、沼津・三島市圏の8本社、豊川・豊橋圏

の6本社を加えると、東京～神戸にかけての東

海道メガロポリス地帯3）に上場本社の2，085社

（日本全体の82．9％）が三二して立地している

ことが判明する。

　「生活圏域」における本社立地数の平均値は

29．7である。平均値を超える都市圏は、京浜葉・

京阪神・中京の3大都市圏と北九州・福岡・下

関・春日都市圏（65本社）のわずかに4圏のみ

である。札幌・小樽・江別都市圏には28本社、

広島都市圏には25本社が立地するにとどまって

いる。

　本社数が0の「生活圏域」は17ある。本社数

が1の都市圏が12、本社数が2の都市圏が10、

本社数が3の都市圏がllと、50の「生活圏域」

において上場企業の本社立地が3社以下となっ

ている4’。本社における業種の多様性は、京浜

3）東京都、神奈川県、静岡県、愛知県、三重県、岐阜

　県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県の本社数を合
　諒したものである。

4）本社が1～3社立地している場合でも、その立地は
　県庁所在都市圏に限られており、しかも業種的には
　地場の小売業・地方銀行に限定されてケースが多い。
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経　済　学　研　究

順立
1 県二戸部r圏 1，271

2 京阪神大都市圏 606
3 中京大都市圏 172
4 北九州・福岡・下関・久留米・春日大都市圏 65
5 札幌・小樽・江別大都市圏 28
6 広島大都市圏 25
7 金沢市圏 14

7 高松市圏 14

9 岡山・倉敷市圏 12

10 静岡・清水・焼津・藤枝市圏 11

1Q 浜松【 11

12 仙台・石巻大都市圏 10
12 新潟市圏 10
14 前橋・高崎・伊勢崎市圏 9

14 福井市圏 9

16 沼津・三島’市圏 8

！7 宇都宮市圏 7

17 長岡市圏 7

17 富山市圏 7

17 長野市圏 7

17 福山市圏 7

17 公　… 7

23 高岡市圏 6

23 豊川・豊橋市圏 6

23 和歌山市圏 6

23 熊本市圏 6

27 つくば・土浦市圏 5

27 足利・桐生・大田・熊谷・深谷市圏 5

27 津・松阪市圏 5

27 鹿児　　巻 5

31 宇部市圏 4

31 大分・別府市圏 4

33 盛岡市圏 3

33 山形市圏 3

33 郡山市圏 3

33 小山市圏 3

33 小松市圏 3

33 甲府市圏 3

33 松本市圏 3

33 橿原市圏 3

33 徳島市圏 3

33 高知市圏 3

33 那覇市圏・沖縄・浦添市圏 3

44 青森市圏 2

44 秋田市圏 2

44 福島市圏 2

44 日立市圏 2

44 鳥取市圏 2

44 山口・防府市圏 2

44 徳山市圏 2

44 佐賀市圏 2

44 佐世保市圏 2

44 ｛崎 2

54 函館市圏 1

54 水戸・ひたちなか市圏 1

54 L田市圏 1

54 飯田市圏 1

54 富士宮・富士市圏 1

54 伊勢市圏 1

54 彦根市圏 1

54 松江市圏 ユ

54 新居浜市圏 1

54 大牟田市圏 1

54 長崎市圏 1

54 正油 1

日川－一圏 0

室蘭市圏 0

釧路市圏 0

帯広市圏 0

北見市圏 0

苫小牧市圏 0

弘前市圏 0

八戸市圏 0

酒田・鶴岡市圏 0

会津若松市圏 0

いわき市圏 0

ヒ越市圏 0

米子市圏 0

岩国市圏 0

今治市圏 0

八代市圏 0

一’ 0

、’ @♪ 29．7
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葉と京阪神においてのみ認められる。とくに、

京浜葉にはあらゆる業種の本社が集中している。

京浜葉や京阪神への本社集中度が低い例外的な

業種は、小売・銀行・電力である。小売・銀行

の本社は、すべての県圏に立地している。電力

会社の本社は、東京・大阪・名古屋と福岡・札

幌・広島・仙台に加え、高松・富山・那覇にも

立地している。県庁市圏は、最低でも地方銀行

もしくは地場小売業の本社が少なくとも1社は

立地している。上場企業の本社数0の17都市圏

は、全て非県庁市圏である。首都圏～北部九州

にかけての太平洋ベルト地帯内の地方圏および

北陸の「生活圏域」には、絶対数では少ないも

のの、製造業などの本社の立地が確認できる。

　とくに北陸は、地方圏としては本社数が多い。

金沢市圏14社、新潟市圏10社、福井市圏9社、

長岡市圏と富山市圏の7社、高岡市圏6社となっ

ているのは、製造業の本社が含まれているため

である。ベルト地帯の地方圏では、高松市圏14

社、岡山・倉敷市圏の12社、福山市圏と松山市

圏7社、宇部市圏4社となっているのも製造業

の本社立地による。

V　上場企業の支所立地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「支所」の立地件数については、表3にまと

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　められている。支所数の「生活圏域」別平均値

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　は510．6である。この平均値を上回っているの

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　は12のみである。本社立地と同様、大都市圏・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　政令市圏で上位7位までを占め、人口順位と一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　致している。8位以下は、圏の人口順位とは一

（注1）上場企業各社が本社と明言己している部門の者肺別所在数をヵウン　　　致せず、比較的大きな中核都市を抱える都市圏

　　　トした。以下の図表の．支所についても同様である。

（注2）本社数の多い都市圏を上力’ら川頁に並べている・　　　　　　　　が上位にランクされる結果となっている。8位
（注3）本社数は、各都市圏を構成する自治体のうち、都市地域（区また

（出所）夢穀磐鷺軸側r事業所便覧2001年』を基に筆者作成。　　の岡山・倉敷市圏では738支所のうち、岡山市

　　　　　　表2　「生活圏域1別本社数　　　　　　　　に539支所（73．0％）、9位の高松市圏では671

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－114一



　　　　　　　　　　　　　　　　　　「生活圏域」の特質と階層性

支所のうち高松市に607支所（90．4％）、10位の

静岡・清水・焼津・藤枝市圏では624支所のう

ち静岡市に529支所（84．7％）、11位の新潟市圏

では603支所のうち新潟市に546支所（90．5％）、

12位の金沢市圏では570回忌のうち金沢市に553

支所（97．0％）と、地方中核都市に支所が集中

立地している。

　人口で8位であった足利・桐生・大田・熊谷・

深谷市圏は、支所立地数では平均を大きく下ま

わり、380支所で18位まで下がっている。同様

に、前橋・高崎・伊勢崎市圏（10位→13位）、

つくば・土浦市圏（14位→38位）にもあてはま

る。大都市周辺部の「生活圏域」では、人口規

模に比して支所数は少ない傾向がみられる。

　対照的に、県庁所在市圏は人口順位よりも支

所数順位が上位になる傾向があり、人口では71

位（県庁所在市圏で最下位）の鳥取市圏でも、

支所数は121で55位である。同様に人口で63位

（県庁所在市圏で下から2番目）の青森市圏も、

支所数は301で、29位にランクされている。

　支所数が100以下の都市圏は21圏ある。支所

数が最も少ない八代市圏にはわずかに32支所し

か立地していない。これらの都市圏は、非県庁

市圏であり、かつ各都道府県内で第2位以下の

都市圏である。北見市圏の72支所や室蘭市圏の

64支所、山口県の宇部市圏の66支所、岩国市圏

の51支所など、非県庁市圏は人口規模と比較し

て支所立地数が少ないという特徴を有している。

　支所は、通常「支社」、「支店」、「営業所」に

より構成されている。この3支所の組織の位置

づけは、企業・産業ごとに異なり、全企業・各

産業に共通な定義は存在しない。しかし、一般

的には、本社の下に支社、さらにその下位に支

店、そして下位に営業所が置くのが通例であり、

本社一支社一回忌一営業所という企業組織の階

川星 一冒戸

1 兄浜　　防圏 8，977

2 京阪神大都市圏 5，965

3 中’京大都市圏 3，487

4 北九州・福岡・下関・久留米・春日大都市圏 2，460

5 札幌・小樽・江別大都市圏 1，461

6 仙台・石巻大都市圏 1，367

7 広島大都市圏 1，337

8 岡山・倉敷市圏 738
9 高松市圏 671
10 圭黄・紘フ・膳． 624
11 潟　圏 603
12 金沢市圏 570
13 前橋・高崎・伊勢崎市圏 466
！4 熊本市圏 451
15 宇都宮市圏 442
16 鹿児島市圏 421
17 浜松市圏 394
18 足利・桐生・大田・熊谷・深谷市圏 380
19 盛岡市圏 371
20 岨 370
21 公　罐圏 369
22 水戸・ひたちなか市圏 359
23 那覇市圏・沖縄・浦添市圏 356
24 大分・別府市圏 352
25 郡山市圏 350
26 津・松阪市圏 343
27 富山市圏 341
28 長野市圏 323
29 青森市圏 301
30 ・百 294
31 形　圏 283
32 松本市圏 278
33 秋田市圏 274
34 福井市圏 259
34 宮崎市圏 259
36 和歌山市圏 256
37 徳島市圏 254
38 つくば・土浦市圏 213
39 高知市圏 212
40 百　　　巻 199
41 甲寸　圏 194

42 旭川市圏 188

43 沼津ン三島市圏 187
43 松江市圏 187
45 長岡市圏 180
46 佐賀市圏 169
47 函館市圏 159
48 八戸市圏 158
49 豊川・豊橋市圏 154

49 口・ ！54

51 偲山」圏 146
52 小山市圏 144
53 苫小牧市圏 143
54 釧路市圏 128
55 鳥取市圏 121
56 帯広市圏 111
56 いわき市圏 111
58 米子市圏 110
59 佐世保市圏 109
60 高岡市圏 106
60 ・匠 106
62 、爾　圏 94
63 富士宮・富士’市圏 92
63 彦根市圏 92
63 都城市圏 92
66 橿原市圏 80
67 日立市圏 79
68 上田市圏 73
69 北見市圏 72
69 上越 72
71 早臥　圏 66
72 室蘭市圏 64
73 大牟田市圏 63
74 酒田・鶴岡市圏 61

75 延岡市圏 59
76 小松市圏 54
77 会津若松市圏 53
78 岩国市圏 51

79 今治市圏 49
80 飯田市圏 41
80 手卜 41
82 八『」 32

亀・二　r 5106

（注1）支所数の多い都市圏を上から順に並べている。

（注2）支所とは、，各杜が「支社」「支店」「営業所」の呼称をつけている

　　事業所のことである。
（出所）表2に同じく。

　　　　　表3　「生活圏域」別支所数
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層性がこれまでも指摘されてきた。この階層性

が最も明瞭に現れている産業は、建設業・卸売

業（商社）・電気機器（家電メーカー）であり、

本社は、大都市圏、支社・支店は政令市圏、営

業所は県庁市圏にそれぞれ配置されている。

　本社の次階層に位置し、支所の中で最も高い

位置づけとなる支社の都市圏別分布は、表4に

示されている。平均値は40．3であるが、これを

上回る都市圏は、上位8「生活圏域」のみであ

る。本社立地では、2倍の差があった京浜葉と

京阪神の差は、支社立地では1．4倍の差に縮ま

る。このことは、東京に本社を置く主要な企業

が、京阪神圏に支所を置く際に、最も高次の支

所である支社を配置する傾向が強いことを意味

していると考えられる。逆に京阪神圏に本社を

置く主要な企業は、京浜葉に分所を置く際には、

本社自体を関西から移動させて置くケースもあ

り、前述した首都圏の本社数比率の高さは、京

阪神圏など非首都圏からの立地移動による増加

分が含まれている（阿部1996、藤本2002を参照）。

　中京圏358支社、北九州・福岡・下関・久留

米・春日圏221支社、札幌・小樽・江別圏150支

社、仙台・石巻圏140支社、広島圏が126支社と

続き、平均を超える最低値である高松圏は53支

社となっている。これらの都市圏までは、支社

の産業において多様性が認められる。これ以下

の「生活圏域」では、複数核を持つ都市圏が上

位に位置している。平均値以下にランクされる

都市圏における支社の多くは、保険業‘）に属し

ている。保険業は、各都道府県をいくつかのエ

リアに分割し、それぞれに置く支所の名称を支

社としているため、下位の都市圏になればなる

5）とくに損害保険会社は、都道府県ごとのエリア分割
　に応じて、「支社」を置く傾向にある。

第71巻　第1号

ほど支社に占める保険業の比率が高くなる。支

社数が4と最下位の八代市圏をはじめ、非県庁

都市圏にある支社は、その多くが保険業の支所

である。

　表5は、支所の中で最もサンプル数の多い支

店の分布状況について示している。平均値

272．6の支店数を上回る「生活圏域」はllある。

大都市圏、政令市圏で7位までを占め、8位の

高松市圏358支店、9位の岡山・倉敷市圏335支

店、！0位の静岡・清水・焼津・藤枝市圏304支

店、11位の新潟市圏279支店までが平均値を上

回っている。支店立地数の平均値の272．6以下

ではあるが、100以上の支店が立地している確

認できる「生活圏域」は、12位の金沢市圏から

35位の和歌山都市圏までである。この間の順位

の都市圏は、県庁市圏がその多くを占めるが、

例外として、15位の足利・桐生・大田・熊谷・

深谷市圏193支店、21位の浜松市圏167支店、34

位の松本市圏107支店がある。支店数が100以下

の都市圏は、非県庁都市圏が多い。県庁市圏で

は最低の鳥取市圏でも62位であり48支店が立地

している。

　産業別にみると、支店の約半数は銀行業と小

売業である。とくに銀行業の支店は、その分布

に地域的偏向が少なく、各都市や都市圏の人口

に対応して分布している。そのため、大都市圏

の郊外型都市や非県庁都市圏にある支店の多く

は、銀行業と小売業に属している6）。大都市圏・

政令市圏・県庁市県の順に、各都市圏の中心的

都市では、支店の業種に多様性が認められる。

各区を複数抱える府県を例に挙げると、大阪市

6）銀行業自体が、支店立地において地域的偏向が最も

　現れないが、地方銀行に限定すると需要対応型支店
　立地の側面は一層強まる。82都市圏以外の地域にお
　ける支店も、その多くは銀行業である。
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「生活圏域」の特質と階層性

川止 ）

1 兄浜　　β 729
2 京阪神大都市圏 511
3 中京大都市圏 358
4 北九州・福岡・下関・久留米・春日大都市圏 221
5 札幌・小樽・江別大都市圏 150
6 仙台・石巻大都市圏 140
7 広島大都市圏 126
8 高松市圏 53
9 新潟市圏 39
10 足利・桐生・大田・熊谷・深谷市圏 38
10 前　・古山、・　　崎『 38
12 岡　・葛　　圏 37
13 金沢市圏 30
14 静岡・清水・焼津・藤枝市圏 29
15 小山市圏 26
／6 浜松市圏 23
！7 富山市圏 22
／8 長岡市圏 20
／9 弘前市圏 19

19 那　　　・ぞ，・1添’ 19

21 郡　1圏 18

21 沼津・三島市圏 18

21 福山市圏 18

24 八戸市圏 17

25 函館市圏 16

25 旭川市圏 ！6

25 釧路市圏 ！6

25 福島市圏 16

25 つくば・土浦市圏 16

25 長野市圏 16

25 上田m 16

32 子匡呂　圏 15

32 松江市圏 15

34 いわき市圏 14

34 福井市圏 14

36 苫小牧市圏 13

36 豊川・豊橋市圏 13

36 和歌山市圏 13

36 熊本市圏 13

36 ±　　巻 13

41 公　　圏 12

41 津・松阪市圏 12

41 松山市圏 12

44 秋田市圏 11

44 酒田・鶴岡市圏 11

44 水戸・ひたちなか’市圏 11

44 彦根市圏 11

44 鳥取市圏 11

44 山口・防府市圏 11

44 大牟田市圏 11

44 左 11

52 用ム　圏 10

52 盛岡市圏 10

52 上越市圏 10

52 甲府市圏 10
52 米子市圏 10
52 大分・別府市圏 10

58 室蘭市圏 9

58 北見市圏 9

58 会津：若松市圏 9

58 日立市圏 9

58 高岡市圏 9

58 飯田市圏 9

58 徳山市圏 9

58 徳島市圏 9

58 今治市圏 9

58 佐賀市圏 9

58 長崎市圏 9

58 延岡市圏 9

70 山形市圏 8

70 小松市圏 8

70 伊勢市圏 8

70 ‘旧　一． 8

74 同　…圏 7

75 富士宮・富士市圏 6

75 岩国市圏 6

75 新居浜市圏 6

78 青森市圏 5

78 橿原市圏 5

78 宇部市圏 5

78 宮崎市圏 5

80 八’ 4
、乙　♪ 403

順立 一 r

1 尉，∈　　肺圏 5，480

2 京阪神大都市圏 3，532

3 中京大都市圏 1，989

4 北九州・福岡・下関・久留米・春日大都市圏 1，404

5 札幌・小樽・江別大都市圏 840
6 広島大都市圏 739
7 仙台・石巻大都市圏 699
8 高松市圏 358
9 岡山・倉敷市圏 335
10 圭　　　　・　c主フ　　・　火　o　』　・　　 304
！1 ～．　圏 279
12 金沢市圏 260
13 前橋・高崎・伊勢崎市圏 217
14 熊本市圏 203
15 足利・桐生・大田・熊谷・深谷市圏 193

16 宇都宮市圏 187
17 鹿児島市圏 179

18 大分・別府市圏 178
19 長崎市圏 177

20 公 172
21 浜松．圏 167

22 富山市圏 157
23 盛岡市圏 155

23 福山市圏 155

25 長野市圏 153

26 那覇市圏・沖縄・浦添市圏 152

27 郡山市圏 146

28 水戸・ひたちなか市圏 142

29 徳島市圏 139

30 百、 128
31 山形　圏 125
32 青森市圏 121

33 宮崎市圏 119
34 松本市圏 107
35 秋田市圏 106
35 津・松阪市圏 106

37 和歌山市圏 100
38 つくば・土浦市圏 98
39 福島市圏 95

40 高畠 93
41 瀞　・三一r圏 90
42 甲府市圏 89
43 佐賀市圏 86
44 八戸市圏 82
45 旭川市圏 81

46 長岡市圏 77

47 小山市圏 69

48 松江市圏 68
49 函館市圏 66

49 豊川・豊橋市圏 66
49 徳 66
52 世呆…圏 64
53 山口・防府市圏 61

54 高岡市圏 60
55 いわき市圏 58
56 新居浜市圏 57
57 苫小牧市圏 56
58 橿原市圏 52
59 彦根市圏 51

60 官士｛・官士」 50
61 β城門圏 49
62 弘前市圏 48
62 鳥取市圏 48
64 釧路市圏 42
64 米子市圏 42
66 帯広市圏 39
67 宇部市圏 36
68 日立市圏 34
69 会津若松市圏 32
69 正缶一 32
71 北　　圏 30
71 今治市圏 30
73 小松市圏 29
73 上田市圏 29
73 大牟田市圏 29
76 酒田・鶴岡市圏 27
76 伊勢市圏 27
78 室蘭市圏 26
79 上越市圏 25
80 山玉 24
81 田　圏 21

82 八噛… 18
．、ノ@♪ 2726

（注1）支社数の多い「生活圏域」を上から順に並べている。

（出所）表2に同じ。

（注1）支店数の多い「生活圏域」を上から順に並べている。

（出所）表2に同じ。

表4 「生活圏域」別支社数 表5 「生活圏域」別支店数
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では1，289支店のうち850支店（66．0％）、福岡

市では893支店のうち637支店（71．3％）、鳥取

市では48支店のうち23支店（48．0％）を、銀行

業・小売業以外の業種の支店が占めている。し

かし、大阪府堺市は137支店のうち73支店

（53．2％）、福岡県久留米市は66支店のうち25

支店（37．8％）、鳥取県米子市は31支店のうち

11支店（35．4％）であり、銀行・小売業以外の

業種が少ないことを示している。他の都道府県

でも同様の傾向が確認でき、非県庁の都市にお

ける支店は銀行業と小売業の比率が高い。

　支所のなかで、最下層に位置づけられる営業

所の分布については、表6にまとめられている。

82の「生活圏域」の平均値である196．9営業所

数よりも多い「生活圏域」は、ユ8位の浜松市圏

までである。営業所数が100以上の「生活圏域」

は37位の松江市圏までである。ユ9位から37位ま

でで県庁市圏でないのは、21位の郡山市圏

（ユ86）、28位の松本市圏（159）、32位の足利・

桐生・大田・熊谷・深谷市圏（149）の3「生

活圏域」のみである。この3圏に第ユ9位の浜松

市圏を加えた4「生活圏域」以外は全て、大都

市圏・政令市圏・県庁市圏の「生活圏域」であ

る。県庁市圏では最も数値の低い鳥取市圏は51

位であり、それ以下は全て非県庁市圏となって

いる。県庁所在都市は、「営業所立地型都市」

と呼ばれることが多いが、このことは表6にお

ける県庁市圏の数値からも確認できる。

V　行政機関の配置

第71巻　第1号

｝’冒

芦坐
1 兄摂、　　B圏 2，765

2 京阪神大都市圏 1，922

3 中京大都市圏 1，140

4 北九州・福岡・下関・久留米・春日大都市圏 835
5 仙台・石巻大都市圏 495
6 広島大都市圏 472
7 札幌・小樽・江別大都市圏 471

8 岡山・倉敷市圏 366
9 静岡・清水・焼津・藤枝市圏 291

／0 285
11 量沢 280
12 高松市圏 260
13 宇都宮市圏 240
／4 熊本市圏 235
15 鹿児島市圏 234
ユ6 前橋・高崎・伊勢崎市圏 211
17 盛岡市圏 206
17 水戸・ひたちなか市圏 206
19 浜松市圏 204
20 ，　公 192
21 186

22 松山市圏 185

22 那覇市圏・沖縄・浦添市圏 185

24 長崎市圏 184

25 青森市圏 175
26 大分・別府市圏 164

27 富山市圏 162
28 松本市圏 159
29 秋田市圏 157
30 154

31 山形　圏 150
32 足利・桐生・大田・熊谷・深谷市圏 149

33 和歌山市圏 143
34 宮崎市圏 135

35 福山市圏 121

36 福井市圏 117

37 高知市圏 112

38 徳島市圏 106

39 松江市圏 104

40 っ　ば・土ぐ1… 99

41 甲付　圏 95

42 旭川市圏 91

43 福島市圏 88
44 長岡市圏 83

45 山口・防府市圏 82

46 沼津・三島市圏 79

47 函館市圏 77

48 豊川・豊橋市圏 75

49 苫小牧市圏 74

49 雪加 74

51 心　一国 71

52 釧路市圏 70

53 帯広市圏 62

54 鳥取市圏 62

55 八戸市圏 59
56 米子市圏 58

57 小山市圏 49
58 新居浜市圏 43
59 いわき市圏 39

60 上越市圏 37
60 高’」 37
62 日里　圏 36

62 富士宮・富士市圏 36

64 佐世保市圏 34

65 北見市圏 33

66 彦根市圏 30
66 都城市圏 30
68 室蘭市圏 29

69 上田市圏 28

70 ゴ前rJ 27
71 子部　圏 25

72 酒田・鶴岡市圏 23

72 橿原市圏 23

72 大牟田市圏 23

75 岩国市圏 21

76 延岡市圏 18

77 小松市圏 17
78 会津若松市圏 ！2

79 飯田市圏 ／ユ

80 今治市圏 ／0

80 八什 ！0

81 昇 6

、’ @♪ 1969

　日本の行政機構は、中央集権的政治制度を色　　　（注／）営業所数の多い都市圏を上から川上に並べている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（出所）表2に同じく。
濃く反映し、本省庁は全て東京に配置されてい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　表6　「生活圏域」別営業所数

るが、行政事務の一部については、東京以外の

地域において行政サービスを供給する必要が生

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一118一



「生活圏域」の特質と階層性

じる。そのため、都道府県に各種の事務を委任・

委託するか、あるいは中央省庁が自ら地方ごと

に支分部局を置き、直接的に行政サービスの供

給を行うことが必要となる。後者の場合は、全

国的に事業展開を行う大企業の支所配置と共通

する点が多く、地方ブロックごとにエリアを分

割し、ブロックごとに拠点を置き広域エリアを

管轄する場合と、都道府県ごとにエリアを分割

し、都道府県ごとに拠点を置いて管轄する場合

とに分けることができる。

　外務省を除く全ての省庁が地方ブロックごと

に何らかの支分部局を配置し、その種類は34に

及ぶとされている（財団法人行政管理研究セン

ター『データブック　日本の行政　2001』2001

年に基づく）。この支分部局は通常、「地方局」

と呼称されており、地方の現場において国家行

政事務の一部を担当している。

　ブロック単位で設置される出先機関の「生活

圏域」別の分布は、表7に示されている。本稿

では原則として、1出先機関を1として集計し

たが、地方ブロックの一部のみを管轄する機関、

内閣府の直轄で地方事務所の内部に支分部局が

置かれる場合（北海道と沖縄が該当）は、1出

川立
占

1 示浜葉　区圏 340
1 京阪神大都市圏 34．0

3 仙台・石巻大都市圏 29．0

4 札幌・小樽・江別大都市圏 28．5

5 中京大都市圏 2τ0
6 北九州・福岡・下関・久留米・春日大都市圏 25．5

7 広島大都市圏 24．5

8 高松市圏 19．5

9 那覇市圏・沖縄・浦添市圏 8．5

10 能 70
11 韮沢個 6．0

！2 新潟市圏 5．0

13 長野市圏 4．0

14 松山市圏 3．0

王5 函館市圏 2．0

15 長崎市圏 2．0

17 秋田市圏 LO
17 前橋・高崎・伊勢崎市圏 1．0

17 米子市圏 1．0

17 岡山・倉敷市圏 1．0

17 高知市圏 1．0

17 旧　　m 10

（出所）行政管理研究センター「行政機構図　2001』、行政管理研究セン

　　ター『データブック　日本の行政　2001』をもとに筆者作成。

　　　　　表7　ブロック単位の出先機関

先機関を0．5として集計している。

　出先機関が置かれている「生活圏域」は、22

圏のみである。しかも主要な出先機関の多くは、

東京、大阪、名古屋、広島、高松、福岡、札幌、

仙台の8都市に集中している。東京には関東や

甲信越を管轄する出先機関が置かれているが、

約半数の機関（旧地方建設局など）については

1990年忌後半からはさいたま市（旧大宮市）へ

の移転が順次進展し、京浜葉大都市圏では東京、

さいたまとの二極型配置となっている。これ以

外のブロックについては中心都市に集中的に配

置されているが、税関や旧運輸局の機関（旧港

湾建設局など）に代表される港湾関係の一部の

出先機関については、例外的に神戸や北九州・

下関や塩釜などに置かれている。

　8都市圏に準じる「生活圏域」は、那覇市圏、

熊本市圏、金沢市圏である。これらの「生活圏

域」には、地方ブロックをさらに分割した狭小

のエリアを管轄する出先機関が置かれるケース

が多い。とくに、金沢は中部より狭小である北

陸3県もしくは4県を、那覇の機関は九州・沖

縄よりも狭小である南西諸島を管轄している。

　機関数が12位以下の都市圏には、単一の省庁

の出先機関が配置されている。旧郵政省で現総

務省関係の機関が置かれる長野市圏、松山市圏、

旧大蔵省で現財務省関係の機関が置かれる函館

市圏、長崎市圏、農林水産省関係の機関が置か

れる秋田市圏、高崎・伊勢崎市圏、米子市圏、

岡山・倉敷市圏、高知市圏、鹿児島市圏は、そ

れぞれ当該省庁以外の機関は置かれていない。

　都道府県単位で設置される出先機関は、表8

にまとめられている。ブロック単位で置かれる

機関と同じく、1出先機関の配置を1としてカ

ウントしているが、都道府県の一部のみを管轄

する機関の場合は、1出先機関をα5として集
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刀z T

1 尽阪〒　肺圏 63
2 京浜葉大都市圏 52
3 中京大都市圏 22
4 盛岡市圏 14

4 秋田市圏 14
4 山形市圏 14

4 宇都宮市圏 14
4 新潟市圏 14
4 甲府市圏 14
4 松江市圏 14

4 旧　　　巻 14

12 一林一 13
12 福島市圏 13
12 水戸・ひたちなか市圏 13
12 前橋・高崎・伊勢崎市圏 13
12 長野市圏 13
12 静岡・清水・焼津：・藤枝市圏 13
12 津・松阪市圏 13

12 富山市圏 13

12 福井市圏 13
12 和歌山市圏 13
12 岡山・倉敷市圏 13

12 徳島市圏 13
12 大分・別府市圏 13

12 ｛山， 13

26 ＿取　圏 12
26 松山市圏 12

26 高知市圏 12

26 北九州・福岡・下関・久留米・春日大都市圏 12

26 佐賀市圏 12

26 曽崎 12

32 並沢I」圏 l1

32 山口・防府市圏 11

32 熊本市圏 11

35 広島大都市圏 9

35 高松市圏 9

37 那覇・沖縄・浦添市圏 8

38 釧路市圏 7．5

38 旭川市圏 7．5

38 雨＾ 75
41 札・一小　　江別部r圏 7

41 仙台・石巻大都市圏 7

43 北見市圏 2

43 帯広市圏 2
43 室蘭市圏 2

46 郡山市圏 1

46 驚艮 1

（出所）表7に同じ。

　　　　表8　都道府県単位の出先機関

第71巻　第1号

ブロックを管轄する省庁の「地方局」が置かれ

る府県には、県域を管轄する「事務所」「支局」

を配置せず、前者に業務を兼務させるケースが

多いためである。代表的な例としては、旧大蔵

省で現財務省の「財務局」と「財務事務所」、

農林水産省の「地方農政局」と「統計情報事務

所」、法務省の「公安調査局」と「公安調査事

務所」の関係において、上位機関（局）が下位

機関（事務所）の業務を兼務している。　非県

庁都市圏では、37位（7．5機関）に釧路市圏、

旭川市圏、函館市圏、42位（2機関）に北見市

圏、帯広市圏、室蘭市圏と、北海道の都市圏が

入っている。都府県ごと1機関置かれる事務所

が、面積が広大な北海道では複数にエリア分割

して配置されている。北海道以外では、43位

（！機関）に郡山市圏、彦根市圏が入っている

のみである。郡山には貯金事務センターが、彦

根には地方気象台が配置されている。

M　結論と今後の課題

計している。ここで対象としたのは、1内閣府

6省庁の14機関である。機関が配置される都市

圏は、都道府県庁所在都市を含む都市圏が主と

なっている。上位は、複数都道府県に都市圏が

跨り、なおかつ都道府県庁所在都市を圏内に複

数含む大都市圏である。京阪神圏に多く、63機

関が配置されている。以下、京浜葉大都市圏の

52機i関、中京大都市圏の22機i関が続いている。

　機i関数が！4で4位に位置する8都市圏、機関

数が13で12位に位置する14都市は、全て県庁所

在都市圏かつ非政令市圏である。政令市の福岡・

札幌・広島・仙台が含まれる都市圏と高松市圏

の数値が低くなっているのは、広域ブロック担

当の出先機関が集中しているためである。広域

　本稿では、市域に限定されているものの、全

上場企業の事業所のうちオフィス部門（本社・

支所）と行政機関のうち出先機関（ブロックと

都道府県単位に配置される機関）の分布状況を、

82「生活圏域」を単位とし、それらの特性と階

層構造について定量的に把握しようと試みた。

上場企業の事業所および行政機関の配置分析に

よって明らかになったのは、第1に企業の意思

決定部門が内包されている本社群の集積は、首

都圏である京浜葉圏と京阪神圏の2大都市圏で

約75％と圧倒的に集中しているということであ

る。最高次の意思決定部門である本社群の集中

は、事業所関連サービス群（会計・法律・ソフ

ト系IT産業など）の立地を牽引し、相互に連
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「生活圏域」の特質と階層性

関することで多大な雇用を創出する。そのため、

京浜葉と京阪神は、今後の人ロ減少型社会にお

いても、雇用の創出力が高く、他圏とは異質な

圏域であると考えられる。

　国土交通省が2大都市圏では人口減少の度合

が2006年以降も緩慢であろうと予測している背

景には、オフィス問の連関効果や雇用を生み出

すベーシック機能である本社群の集積がある7＞。

また、京浜葉と京阪神の高所得水準8）は、本社

群の集積によるものと考えられ、人口単位当り

の付加価値の計上の相対的な高さという点でも、

他地域とは質的に区分される。国土交通省では、

戦後地域間の所得格差が縮小してきたことを指

摘しているが、人口減少時代において、日本に

おける本社配置のこのような「歪み」の存在は、

地域間所得格差の拡大要因として今後再び作用

することも考えられる。

　第2に、支所は、本省庁やその出先、都道府

県庁など、行政機関が立地する都市が、人口な

ど基礎的な経済指標と比して多く存在するとい

うことである9）。支所も、本社と同様に都市・

地域経済の雇用の維持に寄与している面が強く、

都道府県庁所在地を中心とした支所の集積地を

抱える四域は、それ以外の圏域とは区分される。

生産者サービス群との関連は、本社よりは弱い

ものの、一定の連関効果を支所も生み出してい

7）中京圏も本社数は172で相対的に多いが、この地域
　での安定した雇用については製造業の工場の集積に
　よる説明が妥当と考えられる。

8）生産面での付加価値が、会計管理などの局面におい

　て本社部門で計上される面があり、このことが、地
　三三に比べて本社群が集中する地区の所得水準を押
　し上げているものと考えられる。

9）なお、本稿では言及していないが、道府県庁所在圏

　や政令市圏においては行政機関が、公的規制や公共
　調達などによりオフィス部門を牽引させている可能
　性が強いと考えられる。特に、建設業の支所は、地
　方整備局や都道府県建設課に牽引され立地している
　傾向が顕著である（藤本、2003a）。

る。とくに、支所のうち支社・支店が集積する

政令市圏における連関効果に着目すれば、それ

以外の県庁所在地よりも大きな誘発効果がある

と思われ、道府県庁所在地を抱える区域との間

に格差が存在している。

　本社立地と比較すれば、支所立地の雇用創出

効果は弱いもののゆ、オフィス就業者を中心と

して雇用を生み出しているという点において、

道府県庁所在地を抱える「生活圏域」は「その

他の都市圏」と区分され、さらに生産者サービ

スとの連関11）によって雇用を発生させていると

いう点に、「政令市圏」の特徴がある。

　ただ、地方分権化、道州制の導入、地方銀行、

流通業における業界再編による地方本社の統合

などが進めば、82「生活圏域」間の階層格差は

さらに拡大し、下位の「生活圏域」は、本社、

支所の統合・廃止、政府系機関の廃止等によっ

て、雇用の減少が加速し、コーフォート法によっ

て算出された以上に人口が減少し、「生活圏域」

の基本的機能そのものを失う可能性も否定でき

ない。

　今後の研究課題は以下の3点である。第1に、

本稿では、資料収集上の制約から、本社・支所

と行政機関の立地分析を、市域に限定した。そ

のため、82「生活圏域」を構成している町村域

に立地している事業については、カウントされ

ていない。町村部が大企業の事業所立地の拠点

10）支所の集積地における所得水準などの指標は、必

　ずしも高水準とはならず、支所集積と所得水準の
　関連は、本社とそれの関係に比べて弱いと推測で
　　きる。

11）生産者サービス群でも、国際金融・国際会計・国

　際法務や外資系事業所などは首都圏と関西圏への
　　集中傾向が強く、政令市圏への集積は弱い。しか
　　しながら、県庁市圏など他の生活圏域に比して政
　　令市圏は、支店・支社の立地に付随した一定の会
　計・法律・ソフト系IT産業系の集積という特徴を
　　持つのである。
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となることは少なく、町村部の事業所数を追加

しても、本稿での分析結果を覆すような結果に

はならない。ただ町村部が事業所立地の拠点と

なっている都市圏が、地方圏においても数圏存

在している。また、近年のモータリゼーション

の一層の進展による商業部門の郊外立地によ

り／2）、都市圏の周辺市町村における事業所数は

増加傾向にある。今後データの精緻化のために、

町村部にまで対象を広げて事業所立地の実態を

明らかにしていきたいと考えている。また、82

「生活圏域」に含まれない市町村域（「白地地域」

または「自然共生地域」）についても、分析を

行い、人口が急速に減少していくと予想されて

いる地域の事業所配置についても検討（人口減

少と事業所閉鎖との関連）しなければならない。

　第2に、今回は2000年における事業所と行政

機i関の立地を明らかにしたが、2001年の省庁再

編により、省庁の各組織の構造が変化し、省庁

の規制や政策の影響を強く受ける産業に該当す

る事業所の立地も変化した可能性がある。とく

に、現国土交通省は、省庁再編により、公共事

業などの許認可権限を、地方整備局に大幅に委

譲している。その動きに対応して、建設業の事

業所立地も一部変化した可能性もある13）。省庁

再編後の2002年以降の事業所立地をカウントし、

省庁再編前のデータと比較することで、省庁再

編が事業所立地の体系に与えた影響について明

らかにすることが第二の課題である。その際に、

建設業のみならず素材型産業など規制色の強い

12）1990年代以降は卸売業の倉庫群が、2000年代以降

　は小売業の販売所群が、それぞれ都心から郊外の
　都市へ移転する傾向にある。
13）いわゆるゼネコンと呼ばれる大手建設業は、国土

　交通省の地方整備局が置かれる都市に、支社・支
　店を立地させる傾向があるが、一部企業では、こ
　の支社・支店群に意思決定権を移譲したケースも
　ある（2003年7月のヒアリング調査より）。

産業を抽出して、産業ごとの事業所の立地体系

の変化を示すことも必要であろう。

　第3に、中心都市のポジションについての数

値化の必要性である。各「生活圏域」において、

それぞれ事業所の最大の集積地が存在し、それ

は、通常は人口10万人以上の都市で、とくに雇

用の点で中心的役割を果たしている。各都市圏

における中心都市への集中度を計測することで、

中心都市のポジションを明確にすることが必要

であり、また前述のデータの動態化とも併せ、

近年のモータリゼーションの一層の進展が、中

心都市のポジションを如何に変化させつつある

のかも明らかにする必要があろう。

　今後道州制の導入や市町村合併のさらなる推

進によって、二層の広域圏の重要性が高まると、

都道府県という地理的・行政的枠組みの重要性

は低下していくことになろう。現在の「県庁市

圏」の事業前立地上の優位性も低下していくこ

とが考えられる。各都道府県域における県庁市

圏への集中度の計測、さらに時系列データの収

集・分析は、地方分権の進展、地方を拠点とし

ている地方銀行、小売業における業界再編の動

向を念頭に置きつつ、さらに精緻化していく必

要がある。

（注記）本稿は、国土審議会調査改革部会国際

　　　連携・持続的発展基盤小委員会、二層

　　　の広域圏に資する総合的な交通体系に

　　　関する検討委員会での議論を参考にし

　　　ているが、本稿の見解はすべて筆者ら

　　　の個人的見解である。

一122一



経　済　学　研　究 第71巻　第1号

順立 一 心 の　美 10万以上 1　人口
’亀

E　人口 心　　比・・ 一’●

1 尽浜葉　肺圏 李　別　区 区　圏 64 32，089，013 8，134，688 25．4％ 20，512

2 京阪神大都市圏 大　阪　市 〃 37 17，909，370 2，598，774 14．5％ 12，010

3 中京大都市圏 名古屋市 〃 19 9ρ21，043 2，171，557 24．1％ 6，047

4 北九州・福岡・下関・久留米・春日大都市圏 福　岡　市 政令市都市圏 5 4，965，563 1，34L470 27．0％ 3，759

5 札幌・小樽・江別大都市圏 札　幌　市 ク 3 2，525，808 1，822，368 72．1％ 2，095

6 仙台・石巻大都市圏 仙　台　市 〃 2 2，092，418 1，008，130 482％ 1，810

7 広島大都市圏 広　島　市 〃 3 1，889，l19 L126，239 59．6％ 1，863

8 足利・桐生・大田・熊谷・深谷市圏 足　利　市 その他都市圏 5 1，823，565 163，140 8．9％ 757
9 岡山・倉敷市圏 岡　山　市 県庁所在市圏 2 1，480，523 626，642 42．3％ 1，147

10 前　・嵩屹・弄　山語 前　　喬 ク 3 1446777 284155 19．6％ 781
11 静岡・清フ・焼幸・．支　圏 静　岡 〃 4 1228，406 469，695 38．2％ 915
12 浜松市圏 浜　松　市 その他都市圏 1 1，174，164 582，095 49．6％ 653
13 那覇市圏・沖縄・浦添市圏 那　覇　市 県庁所在市圏 3 1，099，082 301ρ32 27．4％ 456
14 つくば・土浦市圏 つくば市 その他都市圏 2 1，047，157 165，978 15．9％ 504
15 熊本市圏 熊　本　市 県庁所在市圏 1 1，045，957 662，012 63．3％ 659
16 宇都宮市圏 宇都宮市 〃 1 1，037，721 443，808 42．8％ 728
17 新潟市圏 新　潟　市 〃 1 1，028，453 501，431 48．8％ 815
！8 高松市圏 高　松　市 ク 1 854，723 332，865 38．9％ 914
19 福山市圏 福　山　市 その他都市圏 1 849，619 378，789 44．6％ 530
20 　　Pm、 ノ、　　　　　　「 〃 1 840947 155198 185％ 302
21 戸・ひたちなか旧圏 戸　市 県庁所在1圏 2 806β51 246，739 30．6％ 512
22 長岡市圏 長　岡　市 その他都市圏 1 799，495 ユ93，414 24．2％ 318
23 大分・別府市圏 大　分　市 県庁所在市圏 2 799，222 436，470 54．6％ 536
24 長崎市圏 長　崎　市 〃 1 767，009 423，167 55．2％ 502
25 鹿児島市圏 鹿児島市 〃 1 743，653 552，098 74．2％ 587
26 甲府市圏 甲　府　市 〃 1 743，309 196，154 26．4％ 297
27 郡山市圏 郡　山　市 その他都市圏 1 735，495 334，824 45．5％ 539
28 徳島市圏 徳　島　市 県庁所在市圏 1 706，773 268218 37．9％ 356
29 豊川・豊橋市圏 豊　橋　．市 その他都市圏 2 703，423 364，856 51．9％ 315
30 金こ　‘　 金 県庁戸土「 1 701801 456438 650％ 753
31 山形一嘗 山　形 〃 1 69！，300 255，369 36．9％ 404
32 沼津・三島市圏 沼　津　市 その他都市圏 2 685，043 207，558 30．3％ 330
33 福井市圏 福　井　市 県庁所在市圏 1 675，707 252274 37．3％ 415
34 和歌山市圏 和歌山市 〃 1 661，046 386，551 58．5％ 369
35 松山市圏 松　山　市 ク 1 659，642 473，379 71．8％ 517
36 橿原市圏 橿　原　市 その他都市圏 1 648，980 125，005 19．3％ 160
37 長野市圏 長　野　市 県庁所在市圏 1 623，245 360，112 57．8％ 452
38 福島市圏 福　島　市 〃 1 605，388 291，121 48．1％ 301
39 盛岡市圏 盛　岡　市 〃

／ 595，695 288，843 48．5％ 493
40 高 古 〃 1 585470 330654 565％ 290
41 左賀　圏 佐　賀　市 〃 1 585，004 167，955 28．7％ 246
42 松本市圏 松　本　市 その他都市圏 1 578，905 208，970 36．1％ 408
43 富山市圏 富　山　市 県庁所在市圏 1 556，830 325，700 58．5％ 498
44 都城市圏 都　城　市 その他都市圏 1 552，728 131，922 23．9％ 158

45 八戸市圏 八　戸　市 〃 1 541，524 241，920 44．7％ 235
46 弘前市圏 弘　前　市 〃 1 538，381 177，086 32．9％ 145

47 彦根市圏 彦　根　．市 ク 1 527，856 107β60 20．4％ 223
48 佐世保市圏 佐世保市 〃 1 522，384 240，838 46．1％ 185

49 宮崎市圏 宮　崎　市 県庁所在市圏 1 510，446 305，755 59．9％ 344
50 日川一 日　11　　’ その也1一 1 500775 359536 718％ 254
51 高岡’圏 局　岡　　」 〃 1 494，953 172，184 34．8％ 215
52 津・松阪市圏 津　　　市 県庁所在市圏 2 494，493 163，246 33．0％ 361
53 秋田市圏 秋　田　’市 ク 1 480，385 317，625 66ユ％ 372
54 上田市圏 上　田　市 その他都市圏 1 436，047 125β68 28．8％ 135

55 松江市圏 松　江　市 県庁所在市圏 1 419，453 152，616 36．4％ 266

56 富士宮・富士市圏 富　士　市 その他都市圏 2 417，126 234，187 56．1％ 171

57 大牟田市圏 大牟田市 〃 1 412，407 138，629 33．6％ 125

58 山口・防府市圏 山　口　市 県庁所在市圏 2 404β07 140，447 34．7％ 258
59 いわき市圏 いわき市 その他都市圏 1 393，888 360，138 91．4％ 229
60 日立 日　立 〃 1 387021 193353 500％ 174
61 函官』圏 函　泪　一 〃 1 383，790 287，637 749％ 213

62 酒田・鶴岡市圏 酒　田　市 〃 2 375，558 101，311 27．0％ 107

63 青森市圏 青　森　市 県庁所在市圏 1 338，340 297，859 88．0％ 371

64 新居浜市圏 新居浜市 その他都市圏 1 319，236 125，537 39．3％ 187

65 米子市圏 米　子　市 〃 1 313，966 138，756 44．2％ 188

66 ．ヒ越市圏 上　越　市 〃 1 312，014 134，751 43．2％ 121

67 会津若松市圏 会津若松市 〃 1 311，738 118，118 37．9％ 94

68 帯広市圏 帯　広　市 〃 1 311，402 173，030 55．6％ 158

69 徳山市圏 徳　山　市 〃 1 300，180 104，672 34．9％ 246
70 ＋←

I、
＋← @ノ、　　　　」 〃 1 297521 172086 578％ 234

71 胴取市圏 局　取　　一 県庁所在市圏 1 293，232 150，439 51．3％ 173

72 小松市圏 小　松　市 その他都市圏 1 277，391 108，622 39．2％ 97

73 伊勢市圏 伊　勢　市 ク 1 264，087 100，145 37．9％ 57

74 宇部市圏 宇　部　市 〃 1 258，283 174，416 67．5％ 160

75 八代市圏 八　代　市 〃 1 246，564 106，141 43．0％ 53

76 岩国市圏 岩　国　市 〃 1 242，912 105，762 43．5％ 126

77 北見市圏 北　見　市 〃 1 238，268 l12，040 47．0％ 109

78 飯田市圏 飯　田　市 ク 1 237，792 107，381 45．2％ 83
79 延岡市圏 延　岡　市 〃 1 236，674 124，761 52．7％ 100
80 釧 釧　足メ　一 〃 1 235100 191739 816％ 170
81 至　　圏 室 〃 1 205，181 103，278 50．3％ 89

82 Aこム A　　こム　而 〃 1 190039 117930 621％ 75

（注1）都市圏の人口規模が大きな順に．1＝から並べてある。なお、人口は2000年の国勢調査時のものである。

（注2＞中心部．市は、都市圏を構成する市町村の中で最も人口規模の大きな自治体を選定している。

（注3）事業所数は、2000年現在の各都市圏の都市地域（区または市）における上場企業の事業所数を計上している。

（出所）国土交通省　二層の広域圏に資する総合的な交通体系に関する検討委員会「新しい国のかたち『二層の広域圏』」2004年、

　　　東洋経済新報社『地域経済総覧　2003』2002年をもとに筆者作成。

表1　82「生活圏域」一覧（2000年）
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